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特定非営利活動法人 きらりよしじまネットワーク

マイマイスポーツクラブ

事務局長 髙橋由和

持続可能なクラブ経営に必要な

人材確保と育成を考える



Business

Academic

全世帯加入NPO設立
地域づくりをマネジメント
中間支援

コンサルティング
地域づくり研修
人材育成研修

教育活動（人材育成）
地域活性化・組織形成

一般社団法人
東北の復興支援
ネットワーク型中間支援

2002 形骸化による様々な課題が見られた地域を再生させるために、当時の
  地区公民館事務局の有志を主に新たな地域づくりの組織の設立に着手。

2004   地域内の地縁で組織される各種団体を統合し新たな地域運営組織の構
  築を住民に提案。住民説明とワークショップを丁寧に繰り返し設立ま
  でに3年の準備期間を設ける。

2007 全世帯加入のNPO法人を設立。事務局長に就任（現在に至る）

2021 東日本大震災の復興支援を東北の多様な主体と連携するため、東北6県
Rollに参画

2022 （一社）みちのくデザインセンター理事に就任
2023   復興の東北未来づくり協議会を設立。（東北６県NW) 事務局長に就任

・内閣府 小さな拠点・地域運営組織の形成推進に関する有識者懇談会委員（2016～22）
・総務省 過疎問題懇談会委員（2016～）  
・総務省 地域運営組織の形成及び持続的な運営に関する研究会（2016～）
・厚労省 生活支援コーディネーターを中心とした、地域づくり・生活支援に資する

さまざまな『つながり』の構築及び強化に関する調査研究委員（2023）
・北海道 鷹栖町持続可能な地域形成支援アドバイザー（2020～）
・山形大学教育学部・教育実践研究科非常勤講師（2017～）
・山形大学地域教育文化学部 地域教育文化学科常勤講師（2017～）
・山形県 地域コミュニティー支援アドバイザー（2004～）
・山形県 庄内町地域ビジョンづくりアドバイザー（2021～）
・山形県 小国町パートナーシップモデルアドバイザー（2022）
・山形県 白鷹町福祉計画策定アドバイザー（2021～）

髙橋由和
（たかはしよしかず）

NPO
特定非営利活動法人

自己紹介



魅力あるクラブづくりの基礎
～マネジメントする力～ 

2004年 全世帯のNPO法人きらりよしじまネットワークの教育部会
の事業として設立

NPO法人 きらりよしじまネットワーク 事務局長
特定非営利活動法人きらりよしじまネットワーク
マイマイスポーツクラブ 事務局長 髙橋由和



あなたのクラブは
あと何年 もちますか？

質 問



形成段階

3年

地域運営組織の形成と持続可能な地域づくりのプロセスデザイン

確立段階

3年

成熟段階

4年
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評価・診断
活動の標準
化

知
る

事実確認
資源と事実の
整理
多様な人の
巻込み

現状把握

チーム編成
ビジョンの
明確化
実践できる
体制
（組織再編）

あるべき姿
やれる姿

動
く

続
け
る

考
え
る

実践活動
成功事例

自立
活動

持続化

経営手法
ビジネス化
経済活動

外部資金運用
多様な主体の巻込
費用対効果の算出

WSの企画・運営
アンケート作成
集約・解析

5年間のスパン

定期的な事業や
組織の診断

法令・基準
届け出
認証

問題解決度
課題の明確化

社会性と公益性

地域の連携度
地域内外の協力

連携

経済自立度
持続化の
財源確保

自己実現度
担い手の

自発性・ワクワク感

ＰＤＣＡサイクル
成長と変化の評価
を習熟

生活に根差した事業

新規事業
開発

雇用場所

デジタル化

関係人口
拡充

市町村名 酒田市 市町村人口 105,045 地区名 大沢地区 位置図 地域概要

 現住所

酒田市大沢地区　コミュニティカルテ

住民アンケートから

見える課題

ワークショップの内

容から見える課題

今後の活動に必要と思われること

高齢者・生活支援

対策

診断区分

集落調査から見える

課題

組織診断から見える

課題

組織名

設立年月日 平成　21 年　4 月　1 日

・若年層の結婚、出産、子育て等のニーズを捉えた支援や事業の展開。

・若者の地区外流出を抑制するため、高校や地元企業との連携による雇用促進と地域内での起業促進。

・交流人口の拡充を図り、関係人口の増幅につながる外部支援の検討。

・2025年以降の団塊世代の後期高齢者移行に伴う、高齢者の健康や、生活に関する新たなニーズ調査。

・既存の老老世帯、老人独居世帯へ地域運営組織としての支援体制の構築。

・生活支援等を行う人材及び包括的なネットワークづくり（生活支援コーディネーターの配置）。

・地域づくりの主たるメンバーが高齢化していることで今後、担い手の離脱化が懸念される。

・若年層が少なく、将来の地域産業、地域内の共同作業、高齢者支援の担い手不足が深刻である。

・山添地区以外のほとんどが20世帯以下であり、集落自治の再編の必要がでる。

・世帯数の減少による空き家等の増加が想像される。

・大平沢の除草作業等が将来、維持していくのに困難を感じている。

・商店が少なく日用品の供給に難がある。

・事業の継続や維持のための受益者負担の意識が低い。

・組織や活動を運営する際の外部支援による研修機能がない。

・組織形成のための行政による支援や相互連携が希薄。

・地域内の各種団体等との連携や地域づくりの共有ができていない。

・事務局以外の次世代を担う人材育成ができていない。

人口減少対策

・組織体制の再構築と合意形成。

・活動を支える自己資金確保の受益者負担の理解と協力の仕組みづくり。

・企業や大学等との連携や外部支援を得るための協議の場づくりと、具体的な実践の場づくり。

・住民ニーズを捉えるための住民同士の話し合いの設計と運営手法の習熟。

・交流人口拡充のために他地域や都市部との積極的な交流の受け皿をつくる。

・人口減少や流出が多い自治会等では、将来の生活不安に寄り添った集落自治運営について議論し、地域再生に向

けた取り組みを地域運営組織がコーディネートする。

・若い世代と中高年層の話し合いの場づくり。

・限界自治会の統廃合や連合自治会運営等の機構改革の検討。

産業・観光

・家庭教育、学校教育、社会教育それぞれの役割を明確化と、子育てや青少年健全育成の体制の構築。

・子どもの遊び場整備や遊びの工夫による見守りと、交流の拠点づくり。

・小中学生を交えた世代間交流や、青少年時分からの地域ボランティアの育成。

・週末、長期休みの児童の受け入れ拠点として、放課後子ども教室等の検討。

・除雪支援の重要性を感じてはいるものの、満足度は低い。

・住民同士の付き合いが希薄化しており、防災や防犯についても将来への不安がある。

・地域づくりの担い手育成について重要度は高いが、十分に育っていないという認識が強い。

・高齢化や人口減少に伴い、移動手段の確保や農地や山林の維持管理の不安がある。

・鳥獣被害対策への期待が高い。

・若者の流出によって担い手が不足。

・参加者の固定化と特定の人に過度の負担がかかっている。

・地域の交流事業への不参加や参加拒否（価値観の相違やわずらわしさ）。

・高齢化による活動人口の激減と、女性の活動の場が少ない。

・鳥獣被害の深刻化。

その他

・高齢化率の高い自治会や人口減少が著しく、環境保全の共同作業等が困難な自治会への支援。

・外部からの目線を考慮した、地域内環境美化や生活循環エコ活動等への取り組み。

・鳥獣被害対策、多面的機能交付金事業等と併せた地域の環境保全活動の推進。

・地域運営組織の活動を支える資金づくりや住民の所得向上を支援する小さな経済の導入。

・地域資源活用による交流や研修受入ビジネス等、外部支援とつながり地域に収益が見込める事業展開。

・体験活動や特産品販売等をパッケージ化し、産業を創出する。

子育て支援

対策

組織運営

自治会運営

環境保全

地域運営組織の活動を持続可能なものにしていくためには、組織の役員や、事務局、課題解決分野に参加する人材

育成の仕組みと定着を図る必要があります。組織運営のセクションに合わせて、持つべきスキルを明確にして学び

と実践を繰り返す環境をつくりましょう。

MAIL

診断内容

酒田市大蕨字二タ子213番地

〒999-8215

0234-64-2824TEL

0234-64-2824FAX

大沢地区コミュニティ振興会

年8

 大沢地区は、平成17年11月に新酒田市に合併となった旧八幡町の一地区です。酒田市の中心

部より北東に15ｋｍ、八幡地域の中心地からは東へ5ｋｍの位置に大沢コミュニティセンター

が立地しています。

　２級河川日向川の支川：荒瀬川に沿って集落が点在しています。居住地域の最奥部は市八幡

総合支所（旧八幡町役場）から東へ10ｋｍ、さらにその5ｋｍ東で最上郡真室川町と接しま

す。交通は国道344号が地域の中心を東西に走っており、古くは養蚕、林業・製材業、現在で

は稲作農業を中心とした中山間地帯ですが、高齢化が進行し基幹産業の農業もほとんどが兼業

化されています。冬場は最深部では2ｍもの積雪に見舞われますが、平成初期までは冬期閉鎖

となっていた通称「青沢越え」も幹線国道の雪害対策工事・除雪体制が整備され、現在では県

内陸部への通年通行が可能となっています。

資料

H29男女別人口

647人（男：312 女：335）

H19→H29自治会別人口・世帯数変化

H19→H29自治会別高齢化率変化

現状把握～分析
当事者意識の醸成
改善策のアイディア
施策を体系化



組織（クラブ）マネジメントの戦略的思考

社会と組織（クラブ）

①「実現したいこと」＝「社会」×「WILL」（社会に対してこうしたいという目的）

②「なりたい姿」  ＝「組織」×「WILL」（クラブとしてこうなりたいという状態）

③「あるべき姿」    ＝「組織」×「MUST」（クラブとしてこうあるべきという姿勢）

④「やるべきこと」    ＝「社会」×「MUST」（社会に対してやらなければならない活動）

「MUST（義務）」 「WILL（意思）」

ビジョンの明確化



組織（クラブ）の持続性を脅かす課題と原因

組織の持続性を脅かす課題は、多様な要因によって引き起こされる。

これらの課題に対処しないと、
組織の存続や成長が困難になる可能性がある。



1. リーダーシップの欠如
組織を効果的に導くリーダーシップが不足している場合、ビジョンや戦略が不明確になり、
組織全体の方向性が曖昧になることがある。また、意思決定が遅れたり、誤った戦略を選択
するリスクも増える。
※組織の目標達成が困難になる ※スタッフのモチベーションや士気が低下
※組織内の混乱や非効率化

2. 財政的不安定
収益が不安定、またはコスト管理が不十分な場合、資金不足に陥ることがある。
過度に一つの収益源に依存することもリスク要因となる。
※資金不足による事業活動の停止や縮小 ※従業員の給与や福利厚生の削減による人材流出
※長期的な成長投資ができない

3. 従業員（スタッフ）の離職・人材不足
人材の定着率が低い、または必要なスキルを持つ人材が確保できない場合、組織のパフォー
マンスが低下する。特に、競争力のある人材が他社に引き抜かれる場合、組織に深刻な影響
を与える可能性がある。
※重要な業務の滞りや質の低下 ※残された従業員に過度な負担がかかる
※組織の知識や経験の蓄積が不足



4. 市場変化への対応の遅れ
技術の進化や会員のニーズの変化に迅速に対応できない場合、競争優位性を失うことがある。
革新や変化への抵抗が強い組織文化が変革を妨げる。
※競合他社（他のスポーツ環境）に市場シェアを奪われる ※顧客離れが進み、売上が減少
※新しいビジネスチャンスの喪失

5. ガバナンスやコンプライアンスの問題
組織内のガバナンスが不適切であったり、法的な規制やコンプライアンスを順守していない場
合、法的リスクや罰則の対象となることがある。また、透明性の欠如や不正行為が問題となる
こともある。
※法的制裁や罰金 ※組織の信頼性低下 ※社会的な信用の失墜

6. 文化的・組織的な変革の失敗
組織文化が硬直化している場合や、組織内での変革プロジェクトがうまくいかない場合、
イノベーションや成長が妨げられる。従業員（スタッフ）が変化に対して抵抗することもある。
※組織の成長停滞  ※イノベーションが起こりにくくなる ※内部の対立や士気低下



組織（クラブ）の持続性を高めるマネジメント力を鍛える
何をマネジメントするのか

ヒトの課題

経営・後継の人材
事業を運営する人材
会員
サポーター

モノの課題

活動拠点の維持
道具、用具の管理

カネの課題

活動資金
ビジネス事業
受益者負担

手法（コト）の課題
意思決定
会員満足度
デジタル化
運営ノウハウ

調達

運用
管理

診断
評価

修正
改善



高速PDCA

月 PDCA

1月 決算見込・事業計画・予算（案）

2月
下期事業診断
事務局会・理事会（全事業総括）

3月 決算・事業計画・予算（案）の決定

4月
総会
決算・事業計画・予算（案）の決定

5月 事業開始 高速PDCA

6月

7月

8月

9月 上期事業診断（事業修正・継続）

10月

11月

12月

１．迅速なサイクル
通常のPDCAサイクルは比較的長期間をかけて回すこ
とが多いが、高速PDCAでは、短期間で小さな改善を
何度も繰り返すことで、素早く進捗を生むことが目
的である。
２．小さな目標設定
大きな計画を立てるのではなく、小さな目標や課題
に対してサイクルを回すことで、すぐにフィード
バックを得て、次の行動に活かす。
３．柔軟性と即応性
新しい情報に迅速に対応できるため、変化が激しい
市場や技術分野において効果的。
４．頻繁な振り返りと改善
サイクルの「Check」と「Act」を短期間で繰り返す
ことで、改善のスピードを高め、迅速に問題解決や
成果の最大化が図られる。

高速PDCAのメリット
迅速な改善
短期間で成果を確認し、次のアクションに反映させ
ることで、長期的な改善よりも素早く結果を出せる。
柔軟な対応力
変化が激しい環境でも迅速に対応でき、リスクを軽
減できる。
学習速度の向上
フィードバックを素早く得て、学習サイクルが加速
される。



１．合意形成

２．ひとづくり

３．資金づくり

４．つながる
会員不在（想いが伝わりにくい）

ピラミッド型
（Topdown）

Flat＆web型
（Bottomup）

会員参画と実践を約束

役員
（あて職）

事務局
（役員兼務）

（ノウハウ不足）
（疲弊）

会員
（依頼・下達）

クラブ運営を支える4つの柱

○○クラブ



地域づくりの意思決定の仕組み



教育部会

事務局
研修生

きらりよしじま
事務局員

自治会（21）

自治会から推薦された
概ね18～35歳の若年層

２年間の研修を経て
自治会にもどる

スカウト
希望者

研修
２年間

きらりよしじま
マネージャー

きらりよしじま
評議員
理事

人が生まれ（確保）育ち（育成）上手に世代交代

指導・助言

地域づくりに必要な柱

１．合意形成

２．ひとづくり

３．資金づくり

４．つながる

仕事は金銭的な対価があるが、ボラ
ンティアにおいてはそれ以外の対価

があるということ、すな
わちその意味では完全な「無償」で
はなく何らかの対価が得られる形で

なければ地域に関わる人
材を増やし、また維持していくこと

は難しいと

仕事は金銭的な対価があるが、
ボランティアにおいてはそれ以外の
対価があるということ。

その意味では完全な「無償」ではなく
何らかの対価が得られる形でなければ
地域に関わる人材を増やし、
また維持していくことは難しい。



【学びと遊びのバランスの重視】
勉強だけでなく、遊びや体験を通じて子どもたちの興味や才能を引き出す場を提供。学びと遊びのバランスが取れた環境は、
子どもたちの創造性や好奇心を刺激する。
子どもたちが安心して遊べる公園や遊び場を整備することで、地域全体で子どもたちの安全を保障する。



【地域のリーダーシップと参加】

成功している地域の先輩やボランティアをメンターとして子どもたちに張りつける仕組み。
メンターは経験を共有し、子どもたちの悩みや困難を支援することで、自己肯定感や自己成長を促進。

メンターは地域で子どもたちや家族が参加できるイベントやプログラムを企画・運営に関わる。
これにより、交流やコミュニケーションが促進され、子どもたちの社会性やコミュニケーション能力
が育まれる。

中高生ボランティア 青年ボランティア



コア技術のスキル

個人能力の視点
（プレイヤー・指導者）

コーディネート

コーチング
ファシリテーション

マネジメントのスキル

組織能力の視点
（マネージャー）

マネジメント

運営（経営）プロセスを
効率よく管理できる技術

経営的スキル

ニーズ、対応の視点
（役 員）

ビジョン

理念に基づいて地域社
会やニーズに対応する

ヒューマンスキル 豊かな人間関係を築くコミュニケーションの力

どのような人材が必要なのか

組織（クラブ）を円滑に経営できる人材

組織（クラブ）の事業、活動を円滑に運営できる人材



人材育成が上手にすすまない理由

・人材育成が若者の育成と感違い
⇒ それぞれの世代に学びを約束

・専門性のある講師から学び、実践までがない
⇒ 学びの先の実践を約束

・人材育成が予算化されていない
⇒ 学びたいことを自ら選択できる

現場主義
現場対応力

改革主義
変わる勇気とスピード

マネジメント
プロヂュース

住民との対話を重視し
住民の声を地域づくりの
施策に反映する

変わることを恐れない
前例がないなら新しく創る
勇気とスピード感のある対応

持続性を考える
住民の幸せと出番を考える
PDCAを標準化する

「多様な学び」によって、「地域づくり、人づくり、つながりづくり」が行われる



Communication Motivation Innovation 

１．合意形成

２．ひとづくり

３．資金づくり

４．つながる

話し合いの文化を地域づくりに標準化（人材確保と育成）

参加

参画行動

継続

仲間を育てて共働（共同）する



Teamで仕事をしよう！

リーダーシップの意識はチームの全員がもつ！
チームのミッションを達成するために、「全体の意見をまとめるのも自分の責務である」と考える



なかよしクラブ（Team）
組織の連帯意識＝比較的低い
使命感 ＝共益
組織の存続 ＝いつでも休める・やめることができる

組織（クラブ）
組織の連帯意識＝比較的高い
使命感 ＝公益
組織の存続 ＝継続・発展を考えている

クラブ
なかよし
クラブ

なかよし
クラブ

なかよし
クラブ

補完

補完

補完

組織と地域のなかよしクラブとの連携



１．情報伝達～指示系統の劣化
２．人材育成の多様化
３．所々の手続きの複雑化・硬直化
４．責任の所在の不明確化
５．仕事の細分化からくる調整事項の増加

組織は大きくなるにつれて、効率が悪化する！

組織は小さくなればなるほど、独裁経営になりがち！
１．一人スポーツクラブ
２．マネージャーへ丸投げ

特定の人に任せきりのクラブ運営は破綻する！



地域づくりに必要な柱

１．合意形成

２．ひとづくり

３．資金づくり

４．つながる

事業委託
（県・県内自治体・地域団体）
（県外自治体企業）

国庫補助金
町交付金
財団等

合計66,463千円



地域づくりに必要な柱

１．合意形成

２．ひとづくり

３．資金づくり

４．つながる

ひろがりが拡がる可能性

交流の多様化を図り関係人口を拡充

〇人事交流
〇物流
〇防災協定

「多様な人材のごちゃまぜの場」
（多様なプレイヤー(人材)が交錯）



地域

公民館
学 校

連携と協力
学校、公民館（コミセン）、学童保育など、地域内のさまざまな組織や
団体が協力して、スポーツ活動支援のプログラムや活動を計画・実施。

情報提供
スポーツ、健康、イベント等の情報やサービスを住民に対して提供。

交流の場の提供
公民館やコミセン、公園など、住民同士が交流しやすい場所を提供。

専門知識の共有
学校やクラブ、地域が仲間づくりや健康づくり、スポーツ環境の充実に
関するワークショップやセミナーを提供。
住民が健康やスポーツに関する知識を身につける手助けをおこなう。

地域リソースの活用
クラブの施設や資源を地域に支援に活用することで、住民の多様な興味
や能力を伸ばす場の提供。

多様なニーズへの対応
障害や特別なニーズを持つ世帯に対する支援を含め、住民のさまざまな
ニーズに対応。

実行
（マッチング）

クラブ

協 議
（ごちゃまぜ）



学校との上手な連携のために

美郷幼稚園・吉島小学校・川西中学校
児童クラブきらり・きらりよしじま
合同連絡会議

• 合同連絡会議による情報共有の場の設定）

（互いのやれること、やれないことがわかっている）

• 学びづくりの場の設定（学び創る側、受ける側への啓発と役割分担）

• 資源の共有、提供（人材、備品、施設、情報や手法）

• 共通の教育テーマを持つ（SDGs）

• きらりからの事業委託（保護者対象の家庭教育研修会の開催）

【地域全体の協力体制の構築】
地域の住民、学校、保育園、地域団体、行政などが協力
して子どもたちの育ちを支援する仕組み。
連携を強化し、お互いの役割や責任を共有することで、
子どもたちに対するサポートがより効果的になる。



吉島小学校

CS

推進員が学校に駐在

連携と協力
学校、公民館（コミセン）、学童保育など、地域内のさまざまな組
織や団体が協力して、子育て支援のプログラムや活動を計画・実施。

情報提供
子育てに関する情報やサービスを保護者に対して提供。
（育児、教育プログラム、保健相談）

交流の場の提供
公民館やコミセン、公園など、親同士や子ども同士が交流しやすい
場所を提供。

専門知識の共有
学校や地域が子育てに関するワークショップやセミナーを提供。
保護者が子どもの健康や発達に関する知識を身につける手助けをお
こなう。

地域リソースの活用
地域の施設や資源を子育て支援に活用することで、子どもの多様な
興味や能力を伸ばす場の提供。

多様なニーズへの対応
障害や特別なニーズを持つ家族に対する支援を含めたさまざまな家
庭のニーズに対応。

マッチング



学校との連携で住民の出番をつくる



職員数
職員数

従来の行政領域

公共サービスの需要は拡大
するが事業の縮小化による
地域社会への影響大

協働・共創
（パートナーシップ）

地域運営組織
NPO法人

ボランティア
企業
大学

財源・人材
減少

出所：令和2年度都道府県財政指数表-第6 都道府県別主要指数の比較1.概要 第2表財政力指数（総務省）



2024年6月19日 地方自治法の一部改正法案(以下、法案)が参議院本会議で可決、成立。指定地域共同活動団体制度

背景
これまで主に行政が担ってきた様々な機能について、コミュニティ組織、NPO、企業といった地域社会の多様な主体が連携・協
働し、サービスの提供や課題解決の担い手として、より一層、主体的に関わっていく環境を整備することが必要である。
｢多様な主体が参画し、連携・協働を図りつつ、それぞれの強みを活かした活動を行っていく枠組み(プラットホーム)を市町村が
構築し、その活動を下支えすることにより、人々が快適で安心な暮らしを営むことができる地域社会を形成する取組は、今後、
重要性を増していくと考えられる。

内容
①市町村は地域の多様な主体と協力して住民の福祉の増進を図る。②地域住民の生活サービスの提供に資する活動を行う団体を
市町村長が指定でき、指定要件の具体的な内容は条例で定める。   ③市町村は団体への支援を行い、団体の求めに応じて調整等
を行う。
④市町村は団体に対して行政財産の貸付、随意契約による関連する事務の委託ができる(総務省：地方自治法の一部を改正する
法律案の概要)とされている。

要件
指定団体については、地縁による団体その他の団体(当該市町村内の一定の区域に住所を有する者を主たる構成員とするものに限
る。)又は当該団体を主たる構成員とする団体で、かつ特定地域共同活動を地域の多様な主体との連携その他の方法により効率的、
効果的に行うと認められること、民主的で透明性の高い運営その他適正な運営を確保するために必要なものとして条例で定める
要件を備えること、総務省令で定める事項を内容とする定款、規約その他これに準ずるものを定めていること、その他条例で定
める要件を備えることとされている。
なお、特定地域共同活動とは、｢良好な地域社会の維持及び形成に資する地域的な共同活動であって、地域において住民が日常生
活を営むために必要な環境の持続的な確保に資するものとして条例で定めるもの｣とされている。



Charles Robert Darwin

生き残るのは、最も強い種ではない。

最も賢い種でもない。

環境の変化に最も敏感に反応する種で
ある。

今の時代に合わせて言えば
↓

「柔軟に最適化していく」



ご清聴いただき
ありがとう
ございました
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